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【文部科学省委託事業】
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業
（幼稚園等における特別支援教育体制モデル構築事業）

令和７年度成果報告書
～ 今年度までの事業実施状況と今後の展望 ～

まんのう町教育委員会

（香川県）

令和８年３月３１日

別紙
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事業背景等・事業目標１

まんのう町では町独自の取り組みとして、H25年度より、幼稚園等から中学校の教職員や保護者に対して、特別な支援を

必要とする子どもの支援に関する相談支援体制を作ってきた。ただ、幼稚園等においては、特別支援教育コーディネーター

の役割が明確化されにくく、各担任保育者と連携して取り組む体制が十分に取れていなかった。就学においても独自の「引

継ぎシート」を作成し、確実な引継ぎを図ってきたが、十分に機能していない状況が見受けられた。また、５歳児健診の実

施が予定されている中で、保健師や関係機関との連携を含めた園内の特別支援教育体制の構築が必要である。

（幼稚園等における特別支援教育体制モデル構築事業）

発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

まんのう町教育委員会

事業背景・自治体における課題

事業目標

〇 園内委員会を機能的に活用し、園内の特別支援教育体制を組織化する。

〇 就学時の引継ぎ内容と方法について再検討し、効果的なシステムを構築する。

〇 保育者の「気づきと支援」する力の向上をめざし、研修機能を充実する。

〇 ５歳児健診体制と園内の特別支援教育体制とを関連づける。

事業背景

〇 特別支援教育コーディネーターの役割が明確ではなく、園内委員会の組織化を含め、園全体で支援する体制が

十分整っていない。

〇 就学時の引継ぎや５歳児健診結果の共有、療育機関との連携など、外部機関との連携体制の整備が必要である。

〇 保育者の「気づきと支援」のさらなる向上のために、研修機能を充実させる必要がある。

課題
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企画会議

構成人数 ７ 名

外部専門家

開催回数 1 回

2 名

【内 訳】

〇 大学関係者： 2 名

配置人数 2 名

主な経歴・専門分野等

配置計画・活動内容

人数 1 名

連携先

連携内容

発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

２ 事業実施体制
まんのう町教育委員会

（令和７年度）

【開催時期】

① 令和７年６月

幼児教育担当部署との連携専門家の活用

〇 週４日程度勤務し、研究実践園に

必要に応じて訪問する。

〇 研究実践園にて月１回程度、

研修を実施する。

〇 ５歳児健診の準備のために、

保健師等と検討会を月１回程度

実施する。

〇 まんのう町早期支援教育センター

早期支援教育コーディネーター

特別支援教育

〇 早期支援教育コーディネーター

臨床心理学

〇 まんのう町教育委員会

学校教育課 指導主事

〇 各園の園内委員会に専門家と

指導主事が出席し、園の実状

に合った特別支援教育体制

作りについて助言し、共に

検討する。

〇 研修内容・方法についての

検討会にて協議する。

早期支援教育センターの専門家が特別支援教育体制を企画立案し、企画会議で検討し修正する。実現可能な体制を構築し、

本事業を推進していく。実施に際しては、特別支援教育コーディネーターと幼児教育担当指導主事と専門家が連携し、常に

情報を共有する。

（幼稚園等における特別支援教育体制モデル構築事業）

〇 園関係者：

〇 教育委員会関係者：

〇 専門家：

2 名

1 名

2 名
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研修プログラム検討会

構成人数 7 名

外部専門家

開催回数 1 回

2 名

【内 訳】

〇 大学関係者：

2 名

3 名

〇 こども園関係者：

〇 関係分野関係者：

（専門家・指導主事）

2 名

発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

２ 事業実施体制
まんのう町教育委員会

（令和７年度）

【開催時期】

①令和７年６月

専門家が専門性向上のための研修プログラムの検討資料を用意した上で、幼児教育担当指導主事と協議し、研修プログラム

の原案を作成する。研修プログラム検討会にて原案を検討し、必要に応じて修正する。研修を実施後、見直しを行う。

研究実践園は、２園共に認定こども園(幼稚園型)である。

（幼稚園等における特別支援教育体制モデル構築事業）

研究実践園

A認定こども園（幼稚園型）

教員数

幼児数 54 名

5 名

園の特徴 園の特徴

３歳児は、町内の他の幼保連携

型こども園からの入園児が半数と

多い。残りの半数は様々な園や在

宅からの入園であり、集団活動の

経験の有無はさまざまである。ま

た、特別な支援を必要とする幼児

が在籍している。

３歳児は、町内の様々な園から
の入園であり、４・５歳児も在宅
からの入園児は少ない。集団活動
の経験はあるが、その内容に違い
がある。

B認定こども園（幼稚園型）

幼児数 28 名

教員数 5 名
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３ 取組概要・成果
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

まんのう町教育委員会

（幼稚園等における特別支援教育体制モデル構築事業）

専門家が企画立
案し、企画会議で
検討・修正する。

特別支援教育コ
ーディネーターを
中心として園内委
員会やケース会を
開催し支援を検討
する体制を作る。

担任保育者を中
心に、個々の幼児
の困難に応じた支
援を実践し、その
結果を引き継ぐ体
制を構築する。

研修プログラム
は、２コースに分
け実践する。

保健師と協力し
５歳児健診実施に
向けて、園と保健
師の連携体制を作
る。

【取組概要図】
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特別支援教育体制の整備では、副園長を特別支援教育コーディネーターに指名し、園内委員会の中で特別な支援を必要とす

る子どもについて共通理解を図った。また、必要に応じてケース会を開いた。

特性に応じた支援や教育活動の充実では、事例を取り上げ、ケース会等により担任保育者と特別支援教育コーディネーター

と専門家が協議し、対応を模索した。

３ 取組概要・成果

取組内容（詳細）

特色・ポイント

〇 特別支援教育コーディネーターの役割を、各園ともに

副園長とした。副園長は、対外的な役割が多い園長よ

りも日々の保育において担任に近く、個々の子どもに

ついて相談を受けやすい立場にある。担任の早期の気

づきを基に、共に支援を考えていく役割があることか

ら、特別支援教育を推進する上で適任と考えた。

〇 園内委員会の組織を明確にした。園内委員会とケース

会の役割と関連性を明確化した。

発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

まんのう町教育委員会

（幼稚園等における特別支援教育体制モデル構築事業）
幼稚園等における特別支援教育体制
の整備に関する実践と検証

⑴

幼稚園内の特別支援教育体制の整備
発達障害のある幼児等の特性に応じた支援や

教育活動の充実

取組内容（詳細）

ケース会において、担任保育者と特別支援教育コーディ

ネーターと専門家で協議し、「個別の指導計画」について

協議した。

また、事例を通して、困難の程度に応じた支援を実践し

て、支援の計画と実施及び振り返りのために、新たなシー

トの書式を作成した。

特色・ポイント

〇 新たな支援の計画である「個別のサポート記録シート」

を作成した。

〇 「個別のサポート記録シート」と、「個別の教育支援

計画」「個別の指導計画」との関連性について整理し

た。

２園共に、副園長を特別支援教育コーディネーターに指

名した。園内委員会は、園長・特別支援教育コーディネー

ター・担任・専門家で組織した。年２回の定期園内委員会

を開催し、園全体の支援が必要な幼児について共通理解し

た。個々のケース会は、必要に応じて開催した。
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保健機関との連携においては、5歳児健診開始に向けて保健師と幼児教育担当指導主事と専門家が毎月1回検討会を

開催した。

３ 取組概要・成果

取組内容（詳細）

特色・ポイント

〇 ５歳児健診開始に向けての検討会の段階から、幼児教

育担当指導主事と専門家が参加し、園内での実施に向

けた課題を検討した。

発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

まんのう町教育委員会

（幼稚園等における特別支援教育体制モデル構築事業）
幼稚園等における特別支援教育体制
の整備に関する実践と検証

⑴

保健・福祉・医療等の関係機関との連携 就学先への円滑な引継ぎ

保健師との連携では、５歳児健診開始に向けた検討会に

幼児教育担当指導主事と専門家が参加し、各園と保健師の

協力体制を整備した。

取組内容（詳細）

本町の引継ぎの現状と課題を把握した。その上で、切れ

目ない支援につながる引継ぎ体制を再度整えるため、まず

園における体制の構築に力を入れた。本町独自の「引継ぎ

シート」の見直しも図っている。

また、園と小学校間の引継ぎに加えて、フォロー体制作

りのために関係機関（SSW・専門家）の活用を図った。

特色・ポイント

〇 園での引継ぎ体制を整理し、実効性のある体制作りに

取り組んだ。

〇 「引継ぎシート」を見直し、保育者と保護者及び小学

校にとって有用なものとなるように模索している。

〇 SSW・専門家と園が連携し、引継ぎ体制の強化を図っ

た。
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特別支援教育体制の構想モデル図を作成した。園内委員会の組織作り、活動内容・計画を提案し、実施した。支援方法では、

新たに「個別のサポート記録シート」を作成した。5歳児健診実施に向けて、実現可能な体制づくりを行った。就学先への引継

ぎでは、形式や体制について整理した。

３ 取組概要・成果
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

まんのう町教育委員会

（幼稚園等における特別支援教育体制モデル構築事業）
幼稚園等における特別支援教育体制
の整備に関する実践と検証

⑴

取組の成果

園内委員会の組織作りに取組んだ。参加者は、園長・特別支援教
育コーディネーター・関係する担任保育者・専門家とした。定期開
催の時期は、年２回とし、年度初めには園児全体の様子から今年度
特に支援を必要とする幼児の現状確認を行い、必要に応じてケース
会の開催を検討した。年度末には年度初めに名前が挙がった幼児の
経過報告と来年度への引継ぎについて検討した。

今年度の実践を基に、特別支援教育体制について資料３のモデル
を作成した。このモデルは、子どもの困り感の程度に応じて、保育
者が支援の程度を手厚くしていくことを表している。診断(障害)の
有無だけで支援を考えるのではなく、「子どもの困り感の程度」に
応じた支援が重要だと考える。個々の段階において、支援の結果、
困り感が緩和していくことを点線の矢印で表し、逆に困り感が強く
なる場合は、より手厚い支援が必要となることを太い矢印で表して
いる。

ケース会にて、特別な支援を必要とする幼児へのかかわり方につ
いて、専門家が保育者からの相談に適時アドバイスを実施し支援を
積み重ねてきた。これまでの様々な事例から「個別の指導計画」や
「個別の教育支援計画」の作成前に、より簡便な支援の計画の必要
性から試案「個別のサポート記録シート」を作成した。(資料1)

５歳児健診実施に向けて、実施可能な体制づくりができた。
また、就学先への引継ぎでは、就学前の引継ぎ体制モデルを整備

した。(資料２)

(資料1)

(資料2)
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３ 取組概要・成果
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

まんのう町教育委員会

（幼稚園等における特別支援教育体制モデル構築事業）
幼稚園等における特別支援教育体制
の整備に関する実践と検証

⑴

(資料３)
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役割と経験に応じた専門性の向上を目指し、研修プログラムを２つに分け内容を検討し実施した。また、実施場所や時間

帯について、保育者の勤務実態やニーズに合わせた形態を模索した。

３ 取組概要・成果
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

まんのう町教育委員会

（幼稚園等における特別支援教育体制モデル構築事業）

幼稚園教員等の特別支援教育に関す
る専門性向上のための研修プログラ
ムの開発

⑵

取組内容（詳細）

特色・ポイント

(特別支援教育コーディネーターコース)
特別支援教育体制と発達障害に関する基礎知識についての研

修会を１回行った。講師は専門家、参加者は副園長、私立保育
園主任保育士および幼児担当指導主事の計８名。
(基礎コース)
クラス担任等を対象とし、研修会とOJT研修を合わせたプロ

グラムを組み立てた。研修会の内容については、『研修プログ
ラム検討会』にて、保育者の役割や職務に応じた内容の整理を
進めた。OJT研修は４回実施できたものの、研修会は保育者の
勤務の調整がつかず開催が難しかった。そこで、園の実状やニ
ーズに応じた研修形態を検討するために、保育者対象のアンケ
ート調査を実施した。結果は右図参照。

〇 研修プログラムを２コースに分けた。

〇 町独自の研修形態を検討するためのアンケート調査を

実施した。

基礎コースのOJT研修により、保育者の支援についての

実践力向上につながった。また、アンケート結果を踏ま

え、より多くの保育者が参加できる研修形態（午後、園

内研修として開催）を検討することができた。

取組の成果

61%19%

8%

12%

子どもの理解と支援

保護者対応

言葉の発達

その他

【研修内容】

アンケート結果

【研修の時間帯】

【研修方法】【研修場所】

7%

82%

11%

午前 午後 その他

25%

50%

25%

役場（支所含む） 自園 その他

44%

23%

21%

12%

講座 オンライン

グループワーク その他
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今後の課題と展望
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

まんのう町教育委員会

令和７年度は、園内委員会等の組織化が不十分であり、引継ぎ体制づくりにも課題が残った。さらに、発達障害の特性のあ
る子どもの理解と支援のためには、「個別のサポート記録シート」等の活用が課題である。また、２コースに分けた研修を計
画したものの、多くの保育者の参加を目指した「基礎コース」の研修会は、保育者の勤務調整が難しく、園の実状に合った形
で実施することが難しかった。令和８年度は、これらの課題について、時期に応じて実践しながら検証していく。

令和８年度事業における展望令和７年度事業における課題

４ （幼稚園等における特別支援教育体制モデル構築事業）

園内委員会の組織化を図り、保育者同士の連携を密に
し、新たな支援の手立てを検討していける体制を作る。
また、就学後の支援につながる引継ぎ内容の検討や引継
ぎシートの活用、就学後のフォロー体制を整え、引継ぎ
体制を構築する。５歳児健診後の支援も引継ぎに関連づ
ける。

特別支援教育体制の構築

着実なスキルアップ

実施可能な取り組みを

①

②

③

園内委員会における検討内容等の具体化が、不十分であ

った。担任保育者と特別支援教育コーディネーターとのよ

り一層の連携が必要である。また、引継ぎ情報が確実に就

学後に伝わる体制作りが重要である。さらに、５歳児健診

と特別支援教育体制との関連性が不明確である。

現在、各園で運営のために様々な組織を作り、１日の生

活や1年間の流れを計画し実行している。新たに園内委員会

や特別支援教育コーディネーター等の組織・役割を作り、

特別支援教育体制を推進するための取り組みが、負担を増

すことにならないような取り組みが求められている。

前頁のアンケート結果を元に、園の現状とニーズに合
わせた研修会を検討する。具体的には、多くの保育者が
出席できる園内研修会や、オンデマンド形式の研修会を
計画し、実施する。出席者の意見を聞いた上で、保育者
のスキルアップにつながる研修内容や形態を整える。

これまでに取り組まれてきた特別支援教育の機能を整
理し、可能な範囲で統合し、負担感に配慮しながら園全
体の体制化を図る。また、年間を通した特別支援教育の
活動計画を立案し、見通しを持った取り組みを促し、保
育者にとって有用なものであるという認識を深める。

本町は2号認定児が多く、保育者数も余裕がないため、

多くの保育者が勤務時間内に園外へ出ることが難しい現状

がある。そのため、園外で開催予定であった「基礎コース」

の研修会の実施が難しかった。多くの保育者のスキルアッ

プのために、園の実状に応じた研修形態の検討が必要。
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